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鳥取市ボランティア・市民活動センター

１　２０１６年度（第１４回）ドコモ市民活動団体への助成（モバイル・コミュニケーション・ファンド）
・対象事業：「子どもを守る」をキーワードに子どもたちの健やかな育ちを応援する次のような活動

（１）不登校・ひきこもりの子どもや保護者に対する精神的・物理的な支援、復学・社会的自立支援活動（フリースクール・カウンセリングなど）

（２）児童虐待やドメスティック・バイオレンス（DV）、性暴力などの被害児童・生徒や社会的養護を必要とする子どもの支援、及び虐待防止啓発活動

（３）非行や犯罪から子どもを守り、立ち直りを支援する活動

（４）子どもの居場所づくり（安心・安全な居場所の提供、子どもの不安や悩みに対する相談活動など）

（５）障がい（身体障がい・発達障がいなど）のある子どもや難病の子どもの支援活動（療育活動、保護者のピアサポート活動など）

（６）経済的困難を抱える家庭の子どもを支援する活動（学習支援、生活支援など）

（７）マイノリティ（外国にルーツを持つ、ＬＧＢＴなど）の子どもを支援する活動

（８）東日本大震災で被災した子どもたちへの支援活動（被災地における活動だけでなく、全国の避難先における活動も対象とする）

（９）上記（１）から（８）以外で「子どもを守る」という視点に立った活動

 ・対象者：（１）日本国内に活動拠点を有する民間の非営利活動団体でNPO法人などの法人格を有するもの、または取得申請中の団体で６月末までに法人登記が完了見込みの団体。なお、活動実績が２年以上であること（法人格を有する以前の活動実績を含む）。

（２）複数の団体が連携した協働事業の場合は、代表申請団体が上記（１）の要件を満たしていることを条件とします。地域の中間支援組織（NPO支援センターなど活動支援団体）を代表申請団体とする場合に限り、法人格の有無は問いませんが、任意団体の場合は、会則、規約又はそれに相当する文書を有し、適正な事業計画書、予算・決算書が整備されていることを条件とします。

・助成金額：１団体あたりの助成額は５０万円を標準とし、最高１００万円まで

・募集期間：２０１６年２月２２日（月）～３月３１日（木）　＊必着

・応募・問合せ先

　　　　NPO法人モバイル・コミュニケーション・ファンド（MCF）事務局

　　　　〒100‐6150　　東京都千代田区永田町2－11－1　山王パークタワー41F

　　　　TEL：03-3509-7651（平日10時～18時）／URL：http://www.mcfund.or.jp/
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

２　第２８回地域福祉を支援する「わかば基金」（ＮＨＫ厚生文化事業団）

・対象事業：地域に根ざした福祉活動を展開しているグループが、活動の幅を広げるため次の部門により支援をします。

（１）支援金部門、（２）リサイクルパソコン部門、（３）東日本大震災復興支援部門

・対象者：地域に根ざした福祉活動を展開しているグループ。法人格をもっている団体は対象になりません。ただし、ＮＰＯ法人は対象になります。

・助成金額：（１）支援金部門：1グループにつき、最高１００万円

　　　　　　　 （２）リサイクルパソコン部門：1グループにつき、３台まで

　　　　　　　 （３）東日本大震災復興支援部門：1グループにつき、最高１００万円

・申請締切：２０１６年３月３１日（木）　＊必着／郵送のみ

・申込・問合せ先

ＮＨＫ厚生文化事業団「わかば基金」係

〒150‐0041　東京都渋谷区神南1－4－1

TEL：03-3476-5955／URL：http://www.npwo.or.jp/info/2016/28_wakaba.html
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

３　連合・愛のカンパ　地域助成（日本労働組合総連合会）
　・対象事業：次の社会貢献活動

1．大規模災害などの救援・支援活動、2．戦争や紛争による難民救済などの活動

3．人権救済活動、4．地球環境保全活動、5．ハンディキャップをもった人たちの活動

6．教育・文化などの子どもの健全育成活動、7．医療や福祉などの活動

8．地域コミュニティ活動（レクリエーション活動は除く）、9．生活困窮者自立支援活動

・対象者：1．地方連合会の推薦がある団体。

　　　　　　2．連合組合員およびその家族、あるいは退職者が、積極的にNPOなどの運営に参加している団体。

　　　　　　3．地方連合会が日常的な活動で連携している、NPO等団体。
・助成額：上限等特になし

・応募締切：２０１６年３月３１日（木）

・応募先、問合せ先

日本労働組合総連合会 鳥取県連合会

〒680－0847　　鳥取市天神町30-5　鳥取県労働会館内

TEL：0857-26-6605／FAX：0857‐26‐6615

URL：http://www.jtuc-rengo.or.jp/rentai_katsudo/campa/2016campa/chiiki.html
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

４　２０１６年全労済地域貢献助成事業（全労済）

・対象事業：「人と人とがささえあい、安心して暮らせる未来へ」をテーマに、地域の人々がたすけあって自然災害に備えいのちを守る活動、環境を守る活動、子どもの健やかな育ちを支える活動を支援します。

　　　　　　　（１）自然災害に備え、いのちを守るための活動

　　　　　　　（２）地域の自然環境・生態系を守る活動

　　　　　　　（３）温暖化防止活動や循環型社会づくり活動

　　　　　　　（４）子どもや親子の孤立を防ぎ、地域とのつながりを生み出す活動

　　　　　　　（５）困難を抱える子ども・親がたすけあい、生きる力を育む活動

・対象者：日本国内を主たる活動の場とする、次のいずれにも該当する団体を対象とします。

　　　　　　（１）ＮＰＯ法人、任意団体、市民団体

　　　　　　（２）設立1年以上の活動実績を有する団体（基準日：３月６日　※応募締切日の１カ月前）

　　　　　　（３）直近の年間収入が３００万円以下の団体（前年度の繰越金は除く）

・助成金額：１団体あたり１事業のみとし、上限３０万円

・応募期間：２０１６年３月２３日（水）～４月６日（水）　　＊必着

・応募書類提出・問合せ先

　　　　全労済　総務部内　地域貢献助成事業事務局

　　　　〒151‐8571　東京都渋谷区代々木2－12－10

　　　　ＴＥＬ：03－3299－0161（平日10時～17時　土日祝を除く）／FAX：03－5351－7772

E-mail：90_eco@zenrosai.coop
URL：http://www.zenrosai.coop/zenrosai/topics/2016/20591.html
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

５　子供たちの環境学習活動に対する助成事業（高原環境財団）

・対象事業：（１）小学生以下の子供を対象に行う、緑化や自然体験などの環境保全に関する体験・学習活動。

　　　　　　　 （２）事業地が、原則として人口１０万人以上の市区町村の都市計画法第７条に基づく市街化区域内であること。

・対象者：日本国内の保育園、幼稚園、小学校、およびNPO法人等の地域活動団体（助成事業を行う公益法人を除く）。

・助成金額：上限５０万円

・募集締切：平成２８年５月２０日（金）　＊必着

・申請書提出・問合せ先

公益財団法人　高原環境財団

〒108‐0074　東京都港区高輪3－25－27－1301

TEL：03-3449-8684／FAX：03-3449-2625／E-mail：mail@takahara-env.or.jp
URL：http://takahara-env.or.jp/bosyu/02_env_study.html
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【今月の助成金相談会】　　　　　※完全予約制です。必ず事前にお申し込みください。

　　・２月２３日（火）①18:30～19:15、②19:15～20:00　　市民活動拠点アクティブとっとり会議室

　　・２月２５日（木）①10:00～10:45、②10:45～11:30　                〃
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
◆詳細は各助成機関にお問い合わせください。

◆助成金情報誌（平成２８年２月号）設置場所
・市民活動拠点アクティブとっとり２階ロビー
・鳥取市ボランティア・市民活動センター

（鳥取市富安二丁目１０４－２　さざんか会館２階）
・鳥取市ボランティア・市民活動センター各町分室

（鳥取市社会福祉協議会各総合福祉センター）
	★発行・編集★

〒６８０－０８４５

鳥取市富安二丁目１０４－２　さざんか会館２階

　　鳥取市ボランティア・市民活動センター

　　　電話（０８５７）２９－２２２８　ＦＡＸ（０８５７）２９－２３３８

     e-mail　tvc@tottoricity-syakyo.or.jp
     ＵＲＬ http://www.tottoricity-syakyo.or.jp/tvc/
【平成２８年２月１９日発行】


